
 

 

 

（敬称：略） 

法人名 説明者 

ホームネット株式会社 

 ・資料 ｐ.1～ 

高月 善博 

特定非営利活動法人市民福祉団体全国協議会 

 ・資料 ｐ.11～ 

礒野 利枝 

特定非営利活動法人 リトルワンズ 

 ・資料 ｐ.19～ 

小山 訓久 

特定非営利活動法人 ハビタット・フォー・ 

ヒューマニティ・ジャパン 

 ・資料 ｐ.27～ 

栗田 陽子 

 

 

 

資料８ 

都から指定を受けた居住支援法人の活動内容紹介 

 

 



『居住支援法人』としての 
支援サービスの概要 

～家賃債務保証・見守り・家財整理～ 
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ホームネット株式会社 会社概要 

 弊社は1991年の設立時より提携事業者と共に、主に高齢者等を24時間体制で生活支援を行う「緊急通報サービス」のパイオ
ニアとして業界を邁進してまいりました。2007年にはプライバシーマークを取得し、2009年にはさらなる各種サービスの
ニーズに応えられるようインフラ増強を行いました。 
 
 駆けつけ業務や身体の健康だけでなく、心の安定、情報、安全、楽しみ、すべて含めて「大切なくらし・・・全力でささえ
ます。」を会社の指針とし、健康サポートを総合的にプロデュースし、２４時間３６５日、安心をサポートします。利用者が
介護状態になっても安心して在宅で生活を続けられる体制を構築することができるよう努力して参ります。 
 
 当社は、平成27年をもって創業25周年を迎えることができましたが、平成28年6月には本社・グループ会社全体が住友不動
産新宿ガーデンタワーに移転しました。超高層では極めて希少性の高い免震構造、中圧ガスや重油を用いた無停電対応（72時
間~10日以上稼働）など万全のＢＣＰ対応を備えており、継続的なサービス提供が可能です。銀行・保険・カード会社系のシ
ステム会社が多数テナントとして入っています。  

  
豊富な実績でみなさまの生活をサポートします 

新宿ガーデンタワー 

受信センター 
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ホームネットグループ 概要 

 

  

事務局受託 

事務局受託 

定期巡回・随時対応サービスの普及・促進 
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出展：国土交通省住宅局安心居住推進課資料 弊社グループの事業領域 



居住支援法人の指定状況 

ホームネット(株)の指定済み都道府県 
  北海道、岩手県、宮城県、東京都、埼玉県、 
  千葉県、神奈川県、静岡県、愛知県、京都府、 
  大阪府、和歌山県、兵庫県、広島県、福岡県、 
  熊本県、沖縄県   
   計1７都道府県 
 
 申請中 
  山梨県、奈良県、岡山県、山口県 

 
平成30年６月15日現在 
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居住支援法人の業務 

①民間賃貸住宅への円滑な入居支援（入居支援） 
   ○専用相談窓口（フリーダイヤル）の設置 

    ○利用者希望に応じた不動産店等のコーディネイト 
    
    

 

 
②定期的な見守り・生活相談などの生活支援 
 （居住支援サービス） 
 ○週2回の自動音声による安否確認サービス（見まもっTELプラス） 
 ○居室内死亡時の費用補償（原状回復・遺品整理費用・葬儀費用等） 
 ○入居後の生活相談（当社コールセンターとの連携） 

 
 

③登録住宅の入居者への家賃債務保証 
 ○国の家賃債務保証業者登録規定の登録を受けたエルズサポート株式会社（登録番号第18号: 
  当社100%子会社）および一般財団法人高齢者住宅財団（登録番号第4号）と連携 

入居相談受付 
提携不動産店での 

該当物件抽出 

相談者へ 

フィードバック 
不動産店へ取次ぎ 
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『見まもっＴＥＬプラス』サービス内容 

①安否確認 ②費用補償 ③手数料 をセットにして利用しやすい価格に設定しました。 

1 安否確認 

2 費用補償 

3 手 数 料 

初期登録料 10,000円 

月額利用料 1,500円 

販売手数料 

（税別） 
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----- Original Message ----- 
こちらは「見まもっTEL」です。 
2016年10月12日 ○○ ○○ 様へ見守り
電話をいたしました。 
  
「元気です」を押されました。 

以上、回答がございましたのでご報告致し
ます。 
  
架電予定曜日：水、日曜日 
  
今後も「見まもっTEL」をよろしくお願い致し
ます。 
=================================== 
【配信元】見まもっTELサポートデスク 

東京都新宿区大久保3-8-2  
新宿ガーデンタワー１３階 
【問合せ】電話番号：0120‐240‐343 
     受付時間：平日9：00～18：00 
     運営会社：ホームネット株式会社 
=================================== 

申込者・指定連絡先の方に以下のような結果メールが届きます。 

 
押された番号に応じて       部分が 
 

・「元気です」を押されました。 
・「体調が良くない」を押されました。 
・電話にお出になりませんでした。 
・正常にボタンがおされませんでした。 
 
になります。 

ポイント 

安否確認メール(例） 
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導入事例（不動産関連団体） 

■福岡県宅地建物取引業協会（㈱福岡県不動産会館） 

■埼玉県宅地建物取引業協会（埼玉宅建協同組合） 

■大阪府・奈良県・和歌山県宅地建物取引業協会（㈱大阪宅建サポートセンター） 
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取り組み実績（協議会関連） 

１．東京都防災・建築まちづくりセンター『あんしん居住制度』 ： H13年から業務受託中 
 

２．かながわ住まいまちづくり協会『あんしんすまい保証制度』 ： H25年から業務受託中 
                             H28年4月~廉価版（見まもっTELプラス）開始 
 
３．神戸市『こうべ賃貸住宅あんしん入居制度』 ： H26年から業務提供中 
                                  
４．大阪府『あんしん居住サポート事業』 ： H26年「緊急雇用創出基金事業」実施 
 
５．埼玉県居住支援協議会 ： H26年居住支援ニーズ調査・事例集作成業務の受託 
 
６．本別町居住支援協議会 ： H28年11月～社協を制度運営者とした見まもっTELプラス 
                      ＋費用補償サービス＋家財整理のワンストップサービスの提供 
 
７．京都市居住支援協議会 ： H28年11月～見まもっTELプラスの導入 
 
８．青森県居住支援協議会 ： H28年ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ作成業務の受託 
 
９．沖縄県居住支援協議会 ： H29年居住支援団体取扱商品として見まもっTELプラスを採択 
 
10．川崎市居住支援協議会  :  H29年ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ作成業務の受託 
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平成 29年度東京都地域居住支援モデル事業 進捗報告 

   

団体名 認定 NPO法人 市民福祉団体全国協議会 

 

下記の項目について、ご報告をお願いいたします。 

1 団体の紹介 

市民福祉団体全国協議会(市民協)は高齢者や障がい者の生活を支援している 会員約 1400

の福祉系 NPOや市民団体が、より一層社会に貢献していくためのネットワーク組織です。 

 

私たちの活動の基本は、人が人生の最後まで、あるいは、どのような状況になろうとも人間らし

い生活ができる社会を作り上げる先頭に立つことです。 このために、介護保険制度などの福

祉制度だけではなく、助けあい活動（ボランティア、インフォーマルサービス）を作り上げなけれ

ばなりません。  

 市民協は、この活動を推進し、「優しい福祉のある地域社会」(自宅・地域で死ねる社会)を目

指していきます。 

主な事業・活動としては 

会員にむけて、福祉・介護関わる最新情報提供(ホームページ、メールマガジン等) 

福祉系市民団体のネットワークの拡大と定着をめざす活動 

介護・福祉の質の向上、福祉系市民団体の活動を前進させるために、政策提言や自治体との

協働による活動の推進 

福祉系市民団体の活動を支援するために、他の非営利組織とも連携するとともに、必要に応じ

て民間事業者との提携 

とくに、平成 27年の大幅な介護保険改正に伴う、生活支援体制整備事業と介護予防・日常生

活支援総合事業の取組みについては、厚生労働省の老健事業において「協議体」「生活支援

コーディネーター」の調査研究、研修・フォーラム等を取組んできました。 

 

平成 29 年度東京都地域居住支援モデル事業の取組みにあたっては、介護保険制度サービ

ス、助け合い活動（生活支援、話し相手、食事サービス、移動サービス等）を実践する会員

NPO と連携して、これまで培ってきたノウハウを活かし、日常の自立生活に不安のある低所得

高齢者等に対して住まいの確保とともに、コミュニティカフェなどを活用した共同リビングの立上

げ支援や運営ボランティア育成を行い、空き家活用・シェアハウスや共同リビング等を実践して

いる好事例を学ぶ啓発研修会を 4 回開催しました。参加者の関心の高さが伺えたことにより、

今後の地域居住支援事業が広域に展開されることを期待しています。 
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2 事業を実施している地域について 

・・・地域の空き家の状況、見守りを必要とする人にはどんな人が多いか、地域の特性 など 

今回のモデル事業は、中野区・杉並区・新宿区を対象として実施してきました。 

地域特性としてはいずれも住宅街と商店街を中心とした都市型の地域である。高齢者のひ

とり暮らしも増えつつあるが、利便性が高いため、一人暮らしの若者も多い地域といえる。新宿

区は外国人も多い地域である。  

ひとつの区の中でもいろいろな地域特性があるが、今回の共同リビングを設置した杉並区和

田地域、新宿区落合地域ではいずれも見守りが必要なひとり暮らし高齢者が多い地域といえ

る。落合地域では生活に困窮する高齢者も多い傾向にある。こうした場に「たまり場」としての 

カフェなど気軽に立ち寄れる場が現存していないという状況があった。  

空き家（空き室）については古い物件は多くみられたが、新耐震の基準を満たしていない建

物や大がかりな改築を必要とするものも多く、今回のモデル事業の対象としては匹敵せず、住

み替えによる居住の候補を選定する上で大変困難を極めた。 

 

 

 

 

3 東京都地域居住支援モデル事業において実施していること 

  ・・・実施目的、方針、趣旨、居住支援や生活支援の内容、共同リビングでの活動の様子、

事業実績（相談者数・入居者数・共同リビング利用者数） など 

認定NPO法人市民福祉団体全国協議会（以下、市民協）が責任を持ち、地域に開放・連携し

た場とするために、地元の NPOや市民団体と連携して事業展開を図ってきました。 

 

１.居住支援・住まいの確保について 

◇事業エリア及び周辺区の不動産業者を訪問、本モデル事業の趣旨を 

説明し空き室情報提供の協力を要請し、不動産数社から協力を得られる 

ことになった。 

◇引きこもり青年 5名、年金生活者 1名、生活保護受給者 4名、難病 

患者１名から居住支援相談があり、それぞれ紹介アパートを内見しても 

らった。12月に杉並区堀ノ内で年金生活者の入居が決まった。 

・日常生活に不安のある方に該当すると思われる「引きこもり青年」5件の相談があり、内 3件に

ついて親の支援と自立、就労にも前向きなことからアパート物件を紹介・内見してもらい、入居

の期待がもてたが検討中。その後返事待ちとなっている。 

・杉並区地域包括支援センター(ケア 24堀之内)から紹介された (Y)さんは、現居住借家を取り

壊すための転居希望で、空き室物件探しと併せて共同リビング（コミュニティカフェ）への参加

を契機に地域との交流ができるようになり転居を決め１２月１３日賃貸契約を締結。 

Y さんは年金生活者で生活困窮者のため、金銭管理・家計設計・生活改善が必要であり、杉
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並区社協と地域包括、市民協でサポートしていくことになった。 

・生活保護受給者４名の内２名は、アパートの内見までしたが福祉課から別物件に入居するこ

とになった旨の連絡があった。１名はアパート内見したが、医師の判断で当面施設入所する

ことになった。１名は１月下旬にアパートの内見をおこない現在検討中となっている。 

・その他、難病者(筋ジストロフィ)からバリアフリー物件を探しの相談があり、2～3 件紹介し検討

中。 

◇相談拠点設置  

新宿 1丁目事務所内相談室にて 8月から電話・対面相談業務を開始。 

週 1回毎週火曜日に設置（電話＆対面相談）11:00～16:00 

・不動産関係に強く、生活支援、居住支援、就労支援等の相談員と保健師の２名体制で相談

受付。 

・おもに住まいについての相談を受ける（新宿区、杉並区、中野区） 

※相談電話 152件   相談室面接  6件    現地面接 36件           

      

２.共同リビング、生活支援について 

今回の事業対象者は、地域で何らかの生活の支援を必要としている人たちである。 

今回の住み替え後に、こうした人たちが地域で孤立することなく、生活できるよう受け皿とし 

ての地域ならびに資源づくりを行った。具体的には、 

1) 気軽に立ち寄れる「共同リビング」の立ち上げ、ならびに 

2) 地域での支えあいの人材育成 

3) 生きがい仕事づくり      

を計画、実施した。 

 

（1）共同リビングの立ち上げとネットワークづくり 

共同リビングを中心に据え、周辺のアパートの空き室に居住を促進し、入居者は共同リビ 

地域居住支援モデル事業　相談実績2018／2／28現在

年月 相談電話
引きこもり 高齢者 計 引きこもり 高齢者 計

2017.5 0 0 0 1 0 1 4
6 0 0 0 2 0 2 7
7 1 0 1 5 0 5 10
8 3 0 3 2 3 5 13
9 1 0 1 1 0 1 11
10 0 0 0 1 3 4 12
11 0 0 0 0 4 4 18
12 1 0 1 1 1 2 16

2018.1 0 0 0 3 5 8 31
2018.2 0 0 0 2 2 4 30
2018.3
計 6 0 6 18 18 36 152

※電話相談は本人・家族・関係者・関係機関との連絡調整含む
※不動産事業者への事業ＰＲ．挨拶周りについては入れていません

相談室面接 現地面接



4 

 

ングやネットワークされた地域のいくつかのコミュニティカフェに通い、昼食会やさまざまな

講座サロン、就労の機会等を通じ、仲間づくりや社会参加が可能になるように実施してき

た。 

①杉並区和田にて「和田ほっとカフェ」・新宿区落合において「みんなのリビング葛が谷」 

を“共同リビング”として立ち上げ支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

②カフェマップづくり 

中野区本町地区・杉並区和田地区・松ノ木地区において地域住民が主体で運営している

カフェやサロン（10か所）を取材し、住み替え後対象者に、日常的にランチやカフェに立ち

寄り、地域の人たちと話しをしたり食事をしたりできるよう、各カフェの内容をわかりやすく説

明したカフェガイド（冊子）を作成した。（2月末完成予定） 

 

 

 

 

 

 

 

③「昼食会」ならびに「共食サービス」の実施 

昼食会：「和田ほっとカフェ」にて 10月から 

毎月 1回手作りのランチを作り、昼食会を 

実施した。（参加者数延べ ２６ 名）手作りの 

昼食とおしゃれなセッティグを楽しみながら参 

加者のみなさん同士、おしゃべりが弾んだ。 

 

 

 

 

 

                           ←ランチ会 

 

 

 

 

 

 

 

和田ほっとカフェ 
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④共食サービス：「和田ほっとカフェ」から支援の必要な人の自宅（今回は地域包括支援セ

ンターのスペース）へ出向き、器へ移し替えて、共に食事を取り、なじみの関係を作った。

引っ越し終了後も見守りを含め、共食を続けた。また初回は実験として地域包括支援セン

ターの紹介により、希望する高齢者宅（２軒）にも訪問し、共食を行った。 

（ ４回 実施  計 １２ 名）  

今回の支援を必要とする対象者は、共食サービスで少しずつメンバーに慣れ、昼食会で 

もみなさんと話しをする姿が見られた。来られるたびに身なりに気を遣うようになられ、少し 

づつ生きいきとされる様子がみられ、あらためて人や地域とつながることの意義を感じた。 

 

                               

 

                        

 

 

    10月 25日（水）共食サービス風景 ➡ 10月 30日（月）第 1回食事会風景   

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域支えあい人材育成 

①中野区と新宿区において、カフェやサロンなどの居場所や生活支援の活動を担う 

 地域の人材を育て、きっかけを創るための「たまり場ボランティア養成研修」を実施した。 

【中野研修】 ９月～１１月（６回）  （延べ参加者 ５０ 名） 

◇カサ デ オリーバ(中野区)を主会場に、個人宅のリビングを地域に開放した「和田ほっと

カフェ」を共同リビングとしながら、地域の支えあいの居場所（カフェやサロン等）につい

て、また居場所の見学、共食サービスのモデル実施など実地を含め研修を行い、ボラン

ティア希望者を活動に導くことができている。 

                             

 

 

 

 

 

                    カサ デ オリーバでの研修風景 

  

 
 

 

 共食サービス風景 

  

「大原さんち」見学風景 
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【新宿研修】 ９月～１１月（６回）  （延べ参加者 １２０ 名）＊社協主催（アラジン協力） 

     新宿区社会福祉協議会企画の「地域のたまり場カフェボランティア養成講座」(全 6回）

の協力団体として参画。  

   第 2弾として市民協・アラジンの企画で、個人宅リビングを開放した「葛が谷みんなの 

リビング」を共同リビングとして位置づけ、運営を担うボランティアの育成と、より地域や 

町会に根差した活動をめざし、社会福祉協議会の後方協力を得て 2月に 3回実施。 

 

（３）生きがい就労事業 

  ①コミュニティビジネスについての勉強会：三鷹市の「シニアジョブ倶楽部」代表の成清一

夫氏を講師にコミュニティビジネスについての学習会を行った。 

平成 29年 12月 13日(木) 於)東京都生協連会館 （参加者 １６名） 

 ②木工教室：杉並区和田地域の地元の工務店と提携し「木工教室」を開催 

    平成 30年 3月 9日(金) 於)ふらっとなかの研修室 

  *今後はカフェにてグループ就労の準備や、地域の高齢者の生活支援ニーズなどを聴き取

りながら、できることを少しずつ進め、コミュニティビジネスの試行実験を重ねていく予定で

ある。 

 

（４）生活支援 

①配食（共食）、地域住民の支えあいによる配食と安否確認や見守りのしくみを創出し、共同

リビングを基点とした夕食の宅配（共食）サービスをモデル実践してきた。 

②生活相談 相談員を配置し電話や面談による生活相談や住まい、空き家についての相談

を実施してきた。 

③安心サービスとして、要生活配慮者向け支援サービス「くらサポ」を活用 

・少額短期保険を使い身元保証、葬儀・納骨、遺品整理等のサポート体制を整えた。 

④その他 

・緊急時の対応について、警備保障会社、見守り機器、保険会社の緊急時連絡通報を検

討し、当面保険会社の緊急連絡通報を試行することにした。 

 

３.啓発研修会の実施  

空き家を活用した地域づくりの先駆的実践事例をもとに研修会を実施し、空き家活用の地

域づくり実践者を増やし、地域住民やNPO、自治体への波及や啓発を行い、次年度以降他の

地区においても地域居住モデル事業の展開に結び付けていきたい。    

                               

（1）第 1回研修会 先駆的事例の紹介、空き店舗を活用した共同リビング 

9月 22日(金) 14:30～17:00  (株)東京在宅サービス会議室(新宿区) 参加者 56名 

  ◆世田谷区「笑恵館」 笑恵館クラブ代表 田名夢子氏 

アパートを会員制住居とし、居住者を含め共同リビングや施設利用の会員制をと 
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って運営。会員約 500名が参加。ミニデイサービス、子育てサロンやグループサ 

ークル活動、フリースペースリビング(食堂)、ベーカリー等をおこなっている。 

リビングは、会員以外でも利用している。 

 

 

 

 

 

 

   ◆早稲田商店会の空き店舗を活用した共同リビング展開について 

早稲田商店会相談役の安井潤一郎氏 

早稲田商店街の活性化を目的に 

アトム通貨(地域通貨)の事例を 

はじめ様々なイベントの活用など 

について事例紹介をいただいた。 

     

（2）第２回研修会 ナースと暮らすシェアハウス「ナースさくまの家」の活動報告、 

     生涯伴走サービス「あんサポ」「くらサポ」の説明 

11月 17日(金)14:30～16:45  中野 東京都生協連会議室 参加者 44名 

◆三鷹市「ナースと暮らすシェアハウス“ナースさくまの家”」の活動紹介  

報告者: 佐久間洋子氏 (ナースさくまの家 家長、看護師)   

 

 

     

     

◆くらし安心サポートサービス“くらさぽ”の紹介   

     報告者: 鷲尾 公子氏  

((一社)市民福祉支援協議会代表理事) 

  

（3）第３回研修会 「NPO法人地域の寄り合い所また明日」の活動報告、 

          「空き家の活用と居住支援事業」について 

    1月 26日(金) 14:00～16:45   中野 東京都生協連会議室 参加者 48名 

◆小金井市「NPO法人地域の寄り合い所また明日」の活動 

森田眞希氏 (NPO法人地域の寄り合い所 代表理事) 

 

 

 

 

 

 

 

 

笑恵館 

子育てサロン 
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◆「空き家の活用と居住支援事業」 

           名和泰典氏(NPO法人岐阜空き家・相続共生ネット理事長) 

           

 

 

 

 

 

 

（4）第４回研修会  

3月 2日(金) 14:00～16:45   中野 東京都生協連会議室 

◆「住んでみたシェアハウス～ともにくらす光と影」  

      柳本文貴氏(NPO法人グレースケア機構理事長)  

 

 

 

 

 

     

 

 ◆「人には言えない資産の悩み解決策～家族信託セミナー」 

                       杉谷範子氏(司法書士法人ソレイユ代表)  
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現に行っている業務の概要 

①不動産店への同行やコーディネートなど民間賃貸住宅への円滑な入居支援（入居相談）  

 

不動産業者、住宅オーナー、家賃保証会社などと連携。スムーズな住宅の提供を行えてます。

入居前はお部屋が決まるまでサポートし、契約、家賃保証、引越し、内覧への同行も行いま

す。家賃については、オーナーと交渉をしたり、家賃助成がある区では申請を援助。ＤＶ被

害者など緊急を要する方には、食料品、衣服、家電も提供しています。 

相談の経路は大きく３つあり、それぞれに対応しています。個人情報保護を優先しながら、

スムーズな情報と住居提供を行っています。 

母子家庭本人 希望を聞き対応 

各自治体住宅課、 

居住支援協議会 

本人の状況を行政担当から聞き、本人からの連絡を待つ 

各自治体社会福祉協議会、 

民生委員、 

ソーシャルワーカー 

生活保護か確認、生活保護で入れる物件を探す 

生活保護ではない場合、担当課が把握できる物件を探す 

本人の状況を確認しながら、慎重に協力 

提供する物件は、マンション、アパート、シェアハウス（独立型、オーナーとのシェア）、

一軒家となり、本人の希望にあわせた物件を選べます。ヒアリングのフローは下記となりま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地域で活動する団体（ＮＰＯ、ボランティア、町会、商店街、企業）に協力を要請しま

す。地域にとっては、入居者は新参であり、母親にも子供にとっても知らない人たちと接す

るのはストレスになる。お互いが協力しあったり、生活を豊かにする関係性を築くために、

引っ越し前後や、共同リビング設置前後には、必ず地域、協力団体、入居者のそれぞれにレ

クチャーを行っています。 
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②定期的な見守りや家賃滞納時等における生活相談などの生活支援、家賃債務保証の提供、

借り上げによる要配慮者向けの民間賃貸住宅の提供（居住支援サービス） 

 

入居後支援には、生活の安定を図るためファイナンシャルサポート、就業支援、キャリアア

ップ、育児支援（子供の教育など）、行政支援情報提供を行います。また入居者と地域、入

居者と母子家庭のネットワーク構築のために、親子イベントを開催しています。 

支援は入居者の生活スタイル、支援レベルに応じオーダーメイド。必要な時に、必要な支援を提

供できるように、リトルワンズは体制を整えるとともに、専門家とも協力しながら実施していま

す。家賃債務保証については、行政、提携している家賃保証協会、民間の家賃債務保証会社を

利用。保証会社には、ＮＰＯが支援を継続的に行い、生活と経済状況を向上させていることを連

絡しています。これにより、保証会社としては身元が確かな母子家庭を審査することになり、よ

り審査が通りやすい傾向になります。 

 

 

 

 

 

借り上げによる要配慮者向けの民間賃貸住宅も行っています。オーナーと交渉をし、適切な

家賃で住居を母子家庭に提供しています。女性と子供だけが住むことになりますので、防犯

設備、子供の転落、ケガ防止を必ず行っています。借り上げは全棟以外にも、一部でも（６

棟のうち、３棟を借り上げ、残りは一般の方が居住）実施しています。これにより、オーナ

ーは空家対策となるうえ、防犯上も女性のみの住宅とならないのが安心です。一棟貸しは、

支援者側にも負担が大きいですが、一部や半棟であれば、より住宅も探しやすくなります。 
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（１）体制 

複数自治体の居住支援協議会と連携していますが、基本的な体制は下記となり

ます。居住支援協議会からの協力、自治体住宅課からの協力を得ながら、地域

情報や地域での住宅を獲得。民間不動産業者、建築士、地元子育て支援団体、

保育園などと連携し、当団体が運営主体として母子家庭の居住支援を行ってい

きます。 

自治体、国土交通省、東京都都市整備局に対しては、情報提供や活動報告を行

っております。 

事業を開始した５年前から各自治体へのレクチャー、東京都主催の居住支援セ

ミナーを行っています。これにより、各自治体へのネットワークも構築してい

るため、今後、各自治体に居住支援協議会が設立された折にはスムーズに連携、

支援を展開できます。 
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（２）事業のフロー 

実務フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在から将来への事業フロー 

 

 

 

 

母子家庭 

居住相談 

カウンセリング 

生活支援 

就労支援 

住居 

家賃保証 

リトルワンズ 

弁護士など士

業 

不動産業 

オーナー 

家賃保証会社 

自治体 居住支援協議会 

協力 



 

支援業務に関する法人としての活動実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

事業名称 事業期間 事業量 事業概要 事業概要 

豊島区居住支援モデル

事業 
2012-2016 

物件２件確保 

母子家庭５家族支

援 

豊島区初となる空き家を活用した居住支

援モデル事業。母子家庭を対象に空き家を

リノベーションし、生活支援と共に提供す

るモデルを構築した。空家探し、オーナー

折衝、契約、空家活用セミナー、居住者探

し、居住者支援の一連の事業を行った。期

間中、２物件を確保、5家族を入居させ、

豊島区居住支援協議会唯一の事例となっ

た。2015 年東京都居住支援協議会セミナ

ーに登壇。各地方自治体にもレクチャー。 

豊島区居住支援登録団

体 
2016-現在 

物件２件確保 

母子家庭５家族支

援 

豊島区内の居住支援事業を継続しながら、

登録団体として豊島区空家対策、居住支援

について情報と技術を提供する立場とな

る。豊島区居住支援協議会登録団体の制度

は、物件を確保した際の活用と、入居者支

援を行う団体をあらかじめ用意しておく

もの。これにより、オーナーは要望にあっ

た登録団体に依頼することができる。 

母子家庭を対象にした

居住支援事業 
2012-現在 

2016 年 82 家族

2017年58家族（11

月現在） 

2012 年から民間不動産会社などと連携

し、空家と母子家庭をマッチングする事業

を開始。家探し、居住支援、生活支援をワ

ンストップで行えるようにした。地域ごと

に合わせた居住探しを行えるように、提携

不動産会社を増やしている。2017 年は８

２家族のマッチング（東京都内、関東を含

む）。 

シェアハウス構築事業 2016-現在 
2016年6家族2017

年4家族 

2016 年から東京都内全域で女性専門シェ

アハウスを展開する企業と連携。これによ

り、都内各所で母子家庭にシェアハウスを

提供できるようになった。2017 年は母子

家庭専門シェアハウスに２家族。女性専用

シェアハウスに２家族が居住している。 

平成29年度 国土交通

省「全国版空き家・空き

地バンクの構築及び地

域の空き家等の流通モ

デルの構築に関する調

査検討業務 

2017 

マニュアル作成中 

2018 年１月、2 月

に講演 

地域の空き家・空き地等の利活用等に関す

るモデルを構築し、不動産業に母子家庭へ

の居住支援の協力を促すために、スムーズ

な居住情報提供、入居面接などのマニュア

ルを作成。不動産専門団体に対してヒアリ

ングを行うほか、講演を実施。住宅セーフ

ティネットにおける母子家庭支援の居住

支援の基礎を構築している。 

平成29年度 杉並区居

住支援モデル事業 

2017 物件２件確保 

建設中 

母子家庭2家族 

杉並区初となる空き家を活用した居住支

援モデル事業。29年11月に採択。共同居

住（シェアハウス）を建設し、生活支援、

就労支援をあわせた居住支援を展開予定 
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国土交通省シェアハウスガイドブック 

母子家庭向けシェアハウス事例として掲載 

 

 

 

平成３０年度スマートウェルネス事業選定 



全国初となる行政との協働による空き家リノベ＆母子家庭支援つきシェアハウス＠杉並区 ４月完成 

 

杉並区居住支援協議会、杉並区住宅課、建築課との協働事業（杉並区空き家対策モデル事業第１期）。 

空き家を改修して、独立型シェアハウスに。生活、就労、相談など母子家庭に必要な支援がついてくる。 

JR高円寺駅より徒歩７分。保育園、小学校近く。家賃 71000円から（入居者の生活によって前後）。 

 

 



We build strength, stability and self-reliance through shelter.

ハビタット・フォー・ヒューマニティ・
ジャパン
支援活動のご案内

deserves a decent 
place to live.

every
one

We build strength, stability and self-reliance through shelter.



「誰もがきちんとした場所で暮らせる世界」をビジョンに、世界中で、ボランティア、企業パートナー、

個人サポーターとともに住居、コミュニティ、希望を築いています。

ハビタット

とは

A world where everyone
has a decent place to live.



世界を、私たちを取り巻く、住まいの問題

世界人口の8人に1人が不適切な住環境もしくは家のない状態にある。
その数は10億人。
その内30％が、アジア太平洋地域で暮らしている。

またスラムに住む人口も増え続けている。
2030年までには世界の60％の人口が都市部に暮らすことになる。

住まいの問題はグローバルで取り組むべき喫緊の課題。



ハビタットの取組み

私たちは、世界70ヵ国以上で、

「住居」「衛生」「コミュニティ」を軸に、

貧困のサイクルを断ち切り、

災害に備え、

安心して暮らすための支援活動を

行っています。



ハビタットの取組み



日本国内での取り組み

PHWホームオーナーとボランティア



日本における住まいと貧困の問題

 高齢者
身体的な問題で、住環境の維持が難しい
地域との交流がなく孤立している
低所得、一人暮らしの高齢者が増えている
建物の建て替えなどで新しいアパートを探す必要があっても、みつからない

 障害者
身体的な困難や、発達障害の特性などを背景に、住環境の維持が難しい
地域との交流がなく孤立している
建物の建て替えなどで新しいアパートを探す必要があっても、みつからない

 働き世代
仕事のストレス、家庭を経済的に支える責任と重圧などの理由で、住環境が悪化
地域との交流がなく孤立している

誰に相談して良いかわからず、問題が改善されないことも。

ここ日本にも住まいに困っている人たちがいます。
様々な事情を背景に、住環境が悪化したり、
新しい住まいがみつからないことがあります。



〇高齢者、障がい者、外国人など、住まいの確保に配慮が必要な人のために
✓相談窓口の設置
✓情報提供
✓物件探しのお手伝いを行っています

ここ東京での「居住支援」

Project HomeWorks
プロジェクト ホームワークス

〇ボランティアとともに
✓自宅の清掃サポート
✓簡単な修理
✓定期訪問を通じて、住環境の改善と見守りを行っています。



ボランティアとともに、一人暮らしの
高齢者や障がいを持つ方などのために、
「今ある住まいを守る」活動を行っています。

掃除、片付け 修繕 DIY

つながり続ける、見守る。

ボランティアとの取組み



20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代

0 3 2 5 4 2 6

これまでの受益者数

清掃支援

男性 女性 合計

18 4 22

年代

身体的障害 知的・発達・精神障害

5 12

障害の有無

賃貸アパート 戸建て

21 1

住まいの形式

生活保護利用・低所得 一人暮らし

18 20

生活状況

Before After

ボランティアとの取組みによるこれまでの実績



その他の支援

- 布団提供

- シェルターへの支援

森村豊明財団助成金により実施しています

不衛生な布団を使用しており、生活状況が厳しい方に布団
セットを配布しています。

これまで11名に提供しました。

布団セットにはすのこマットが含まれます。すのこマットを使
用して室内で布団を干す方法を伝え、衛生的な布団を保
てるよう支援してます。

生活困窮者のためなどの一時的なシェルターで、
清掃、修繕を通じて環境改善をしています。

Project HomeWorksの活動は多くの支援者、ボランティアの皆様に支えられています。



ご清聴ありがとうございました。

Together,  we can make impacts.


